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四半期報告書の訂正報告書 
 

１ 本書は四半期報告書の訂正報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規

定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及

び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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当社の連結子会社である株式会社ダイナシティは、平成28年１月12日に神田税務署より平成24年３月期

及び平成25年３月期の「法人税額等の更正通知書及び加算税の賦課決定通知書」を受領いたしました。 

株式会社ダイナシティは、納税にあたり設立当初より青色申告書の提出を行い、平成23年３月期から平

成25年３月期まで繰越欠損金の損金算入を実施し、それが受理されてまいりました。当社は、当社子会社

が適正に青色申告の申請を行い、これまで適正な申告・納税を行ってきたと考えております。 

しかしながら今回の更正通知は、その青色申告が無効であり、一部の繰越欠損金の損金算入が過大であ

るとして、当該繰越欠損金により控除した税額の負担を当社子会社に求めるものであります。 

当社といたしましては、今回の更正処分を不服と考え不服申し立てを行う予定です。 

本件による影響は主として過年度の連結業績に関わるものであるため、影響する期間にわたり訂正処理

を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成25年２月14日付で提出いたしました第90期に係る第３四半期報告

書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半

期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ており、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

  

  

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 

  

  

訂正箇所は  を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正箇所を含め訂

正後のみ全文を記載しております。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については 

記載しておりません。 

２  売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）を含んでおりません。 

３  第89期第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

  

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 

第89期 

第３四半期 

連結累計期間 

第90期 

第３四半期 

連結累計期間 

第89期 

会計期間 
自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 

至  平成24年12月31日 

自  平成23年４月１日

至  平成24年３月31日

売上高 （百万円） 21,204 20,191 29,553 

経常利益 （百万円） 873 523 1,691 

四半期（当期）純利益又は 
四半期純損失（△） 

（百万円） △107 124 373 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △450 454 1,445 

純資産額 （百万円） 22,469 23,422 24,081 

総資産額 （百万円） 46,751 47,350 48,397 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額又は四半期純損失 
金額（△） 

（円） △3.11 3.67 10.85 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － 3.65 10.79 

自己資本比率 （％） 47.6 49.0 49.3 
 

回次 
第89期 

第３四半期 
連結会計期間 

第90期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 

至  平成24年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.57 12.15 
 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

  

当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

  

(1)  業績の状況 

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年12月31日）におけるわが国経済は、緩やか

な回復の動きが見られ、円安や株価上昇の兆しにより国内経済回復への期待感が出てきたものの、欧州

債務問題や世界的な金融不安の拡大に対する懸念などから、国内景気と個人消費は不透明な状況で推移

いたしました。 

衣料品業界におきましては、景気の先行き不安や雇用情勢の悪化、所得の伸び悩みなどで消費マイン

ドの改善にはいたらず引き続き厳しい状況下にありますが、11月以降の気温低下などから冬物衣料の販

売は堅調に推移いたしました。 

このような経営環境が続くなか、当社グループは「お客様第一」「品質本位」の基本理念を基に経営

の効率化をすすめております。 

当第３四半期連結累計期間における衣料事業の中国工場群におきましては、引き続き経費の削減・生

産の効率化を進めてまいりました。 

衣料事業の衣料品販売部門におきましては、株式会社ニューヨーカーは機能性を付加した商品の提案

を増やし、冬物衣料販売が堅調だったこともあり、売上高は前年同四半期を上回りました。一方、ＯＥ

Ｍ（相手先ブランドによる製造卸）は一部事業の撤退を行なったこと及びグループ生産工場以外で製造

加工する事業が利益率が低く資金効率も悪いことから縮小したため、売上高は前年同四半期比で減少い

たしました。 

不動産賃貸事業におきましては、オフィス賃貸は引き続き厳しい環境下にあり、小田原の商業施設

「ダイナシティ」は個人消費の低迷による購入単価低下の影響等があり、売上高は前年同四半期比で減

少いたしました。 

当第３四半期連結累計期間の売上総利益は、ＯＥＭ（相手先ブランドによる製造卸）の一部事業の撤

退及び縮小等により前年同四半期に比べ139百万円減少いたしましたが、売上総利益率は前年同四半期

の49.2％から51.0％に改善いたしました。 

当第３四半期連結累計期間の営業利益は、売上総利益の減少に加え、業績連動型の賞与、手数料及び

貸倒引当金繰入額等の増加により販売費及び一般管理費が増加し、前年同四半期に比べ524百万円減少

いたしました。 

当第３四半期連結累計期間の経常利益は、受取利息及び受取配当金の増加、支払利息、為替差損及び

持分法投資損失の減少はありましたが、営業利益の減少により、前年同四半期に比べ350百万円減少い

たしました。 

当第３四半期連結累計期間の四半期純利益は、経常利益の減少はありましたが、投資有価証券売却益

及び法人税等の減少等により、四半期純損失であった前年同四半期に比べ232百万円増加して四半期純

利益となりました。 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は20,191百万円（前年同四半期比4.8％

減）、営業利益は236百万円（前年同四半期比68.9％減）、経常利益は523百万円（前年同四半期比

40.1％減）、四半期純利益は124百万円（前年同四半期は四半期純損失107百万円）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  
①衣料事業 

当第３四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比較して978百万円減少し、16,725

百万円（前年同四半期比5.5％減）、セグメント損失は、前年同四半期と比較して357百万円増加し、

745百万円（前年同四半期はセグメント損失387百万円）となりました。 

  
②不動産賃貸事業 

当第３四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比較して83百万円減少し、3,619百

万円（前年同四半期比2.3％減）、セグメント利益は、前年同四半期と比較して18百万円増加し、869

百万円（前年同四半期比2.2％増）となりました。 

  
(2)  財政状態の分析 

  
当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して1,046百万円減少し、

47,350百万円（前連結会計年度末比2.2％減）となりました。この主な内容は、売掛金の減少及び減価

償却による固定資産の減少等であります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して658百万円減少して

23,422百万円（前連結会計年度比2.7％減）となり、自己資本比率は49.0％となりました。 

  
(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4)  研究開発活動 

  

記載すべき重要な研究開発活動はありません。 

  

  

― 6 ―



第３ 【提出会社の状況】 

  

(1) 【株式の総数等】 

  

①  【株式の総数】 

  

  

②  【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 
 

種類 

第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成24年12月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成25年２月14日) 

上場金融商品取引所名 

又は登録認可金融商品 

取引業協会名 

内容 

普通株式 37,696,897 37,696,897 

東京証券取引所 
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株
であります。 

計 37,696,897 37,696,897 － － 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

(6) 【大株主の状況】 

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  
  
(7) 【議決権の状況】 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

  

①  【発行済株式】 

平成24年12月31日現在 

(注) １．単元未満株式数には、当社所有の自己株式が５株含まれております。 

２．「完全議決権株式（自己株式等）」には、平成24年９月30日現在において資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴海１丁目８番12号）が所有する当社株式296,500株（議決権の数2,965個）

を含めております。 

３．当第３四半期会計期間において、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に対し第三者割当により

自己株式1,500,000株を処分したことにより、平成24年12月31日現在において「完全議決権株式（自己株式

等）」の「株式数」に含める信託Ｅ口が所有する当社株式は1,796,500株となり、上記より「完全議決権株

式（自己株式等）」の「議決権の数」及び「総株主の議決権」の「議決権の数」がそれぞれ15,000個増加し

ております。 

  

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(千株) 

発行済株式 

総数残高 

(千株) 

資本金増減額

  

(百万円) 

資本金残高 

  

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

 平成24年10月１日～ 

 平成24年12月31日 
－ 37,696 － 6,891 － 7,147 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）   

2,965 
単元株式数は100株 
であります。 普通株式 3,808,400 

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,869,300 338,693 同上 

単元未満株式 普通株式 19,197 － 同上 

発行済株式総数   37,696,897 － － 

総株主の議決権   － 341,658 － 
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② 【自己株式等】 

平成24年12月31日現在 

(注) １．当社は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入に伴い、平成21年４月１日付けで自己株式428,500株を

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区晴海１丁目８番12号）へ拠出しておりま

す。なお、自己株式数については、平成24年９月30日現在において信託Ｅ口が所有する当社株式296,500株

を自己株式数に含めております。 

２．当第３四半期会計期間において、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の制度見直しに伴い平成24年12月13日

に資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に対し第三者割当により自己株式1,500,000株を処分い

たしました。これにより、平成24年12月31日現在において「所有株式数の合計」に含める信託Ｅ口が所有す

る当社株式は1,796,500株となり、上記より「自己名義所有株式数」が1,500,000株減少し、「他人名義所有

株式数」が1,500,000株増加しております。 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

    （自己保有株式） 

株式会社ダイドーリミテッド 

東京都千代田区 

外神田三丁目 

１番16号 

3,511,900 296,500 3,808,400 10.10 

計 － 3,511,900 296,500 3,808,400 10.10 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

        前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 2,837 2,754
    受取手形及び売掛金 4,154 3,350
    たな卸資産 5,135 5,266
    その他 1,128 1,434

    貸倒引当金 △56 △218

    流動資産合計 13,199 12,587

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物（純額） 9,531 8,527

      その他（純額） 3,106 3,196

      有形固定資産合計 12,637 11,724

    無形固定資産 987 1,020
    投資その他の資産     
      投資有価証券 18,895 19,550
      その他 2,889 2,681

      貸倒引当金 △211 △212

      投資その他の資産合計 21,573 22,019

    固定資産合計 35,198 34,763

  資産合計 48,397 47,350
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(単位：百万円)

        前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    支払手形及び買掛金 1,352 1,057
    短期借入金 3,530 4,030
    1年内返済予定の長期借入金 1,330 1,660
    未払法人税等 726 1,004
    賞与引当金 56 25
    ポイント引当金 52 64

    その他 2,937 2,819

    流動負債合計 9,986 10,661

  固定負債     
    長期借入金 6,170 5,340
    長期預り保証金 6,844 6,611

    その他 1,314 1,314

    固定負債合計 14,329 13,266

  負債合計 24,316 23,928

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 6,891 6,891
    資本剰余金 8,687 8,657
    利益剰余金 12,244 11,338

    自己株式 △3,786 △3,849

    株主資本合計 24,037 23,039

  その他の包括利益累計額     
    その他有価証券評価差額金 100 474

    為替換算調整勘定 △278 △316

    その他の包括利益累計額合計 △178 158

  新株予約権 140 149

  少数株主持分 82 75

  純資産合計 24,081 23,422

負債純資産合計 48,397 47,350
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

    
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 21,204 20,191

売上原価 10,772 9,899

売上総利益 10,431 10,291

販売費及び一般管理費 9,669 10,054

営業利益 761 236

営業外収益     
  受取利息 348 371
  受取配当金 152 205

  その他 119 126

  営業外収益合計 620 702

営業外費用     
  支払利息 252 231
  為替差損 57 5
  持分法による投資損失 149 137

  その他 48 41

  営業外費用合計 508 415

経常利益 873 523

特別利益     
  投資有価証券売却益 － 121
  関係会社株式売却益 13 －

  その他 2 0

  特別利益合計 16 121

特別損失     
  固定資産除売却損 36 11
  事業構造改善引当金繰入額 120 －
  賃貸借契約解約損 － 5

  その他 30 6

  特別損失合計 186 23

税金等調整前四半期純利益 703 621

法人税、住民税及び事業税 450 609

法人税等調整額 363 △107

法人税等合計 813 502

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益 
調整前四半期純損失（△） 

△110 118

少数株主損失（△） △3 △5

四半期純利益又は四半期純損失（△） △107 124
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